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1. はじめに 

本図書では、ほう素添加アルミニウム合金（1B-A3J04-O）（以下、「本アルミ合金」と

いう。）に使用した材料の強化機構が供用期間（最大 60 年）維持されることについて説

明する。 

 

2. 供用期間中の強化機構の維持 

本アルミ合金は、供用期間（最大 60 年）中に強度低下を生じない強化機構として Mg の

固溶強化と Mn 系化合物（Al6(Mn,Fe)及び Al12(Mn,Fe)3Si など）の粒子分散強化を使用し

ている。 

 

2.1 Mg の固溶強化の維持について（参照：補足説明資料 1-7 別紙 3） 

本アルミ合金に固溶している Mg の固溶強化については、添加量を 1.0mass%に設定す

れば供用期間中（最大 60 年間）の低下は生じないと判断した 1),2)。この Mg 添加量の妥

当性の評価に係る概要を以下に示す。 

Mg は本アルミ合金の供用期間中の温度低下により、その固溶限が低下し、過飽和状

態を生じる可能性がある。その場合、過飽和分の固溶 Mg 量は、Mg 系化合物（Al3Mg2）

を生じ、結果として固溶強化の効果が低下することが懸念される。しかしながら、本ア

ルミ合金では Mg 添加量を高々1mass%程度に制限しているため過飽和状態（Mg の添加量

が固溶限を上回った状態）となる温度は 100℃付近となることから、Mg 系化合物の析出

の駆動力となる過飽和度は非常に小さく、固溶 Mg のアルミニウム母相における拡散係

数も非常に小さい。このため、現実的な試験時間で 60 年後においても固溶強化を維持

できる Mg 添加量を評価することは極めて困難である。そこで本申請では、まず Mg 系化

合物の析出挙動に関する数理モデルを構築した。次に、約 1～5mass%の Mg 添加量を有

する試料を用いて 10,000h までの長時間時効処理試験を実施し、この試験結果に基づき

当該モデルの妥当性を確認した。次にこのモデルを用いて、Mg 系化合物の析出開始条

件が過飽和度と拡散距離により定まることを確認した。この評価を行うダイアグラムを、

本申請では「S-L 平面」と称している。図 1 に示す S-L 平面より、Mg の添加量が

1.0mass%であれば 60 年基準線（実機条件を想定し 60 年間一定温度で保持した条件）が、

試験により得られた Mg の析出開始線よりも原点側の領域にあり、Mg 系化合物が析出し

ないことが分かる。本評価から、供用期間中に想定されるいかなる熱履歴においても、

貯蔵初期の固溶強化が維持できると判断される。 

なお、本アルミ合金には Mg 添加量 1.0mass%を確保するため 1.0～1.4mass%の Mg が含

まれているが、保守的な評価とするために許容応力は、Mg 添加量を 1.0mass%とした機

械試験用供試材※ に対して設定されている 3)。 

 

※）許容応力を保守的に評価するため、添加元素量をほぼ下限値に調整した供試材。 
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2.2 Mn 系化合物の粒子分散強化の維持について（参照：補足説明資料 1-7 別紙 2） 

Mn 系化合物の粒子分散強化については、アルミニウム中の Mn の不純物拡散係数に基

づき評価した拡散距離を用いて、供用期間（最大 60 年）の熱履歴に対応する拡散距離

を保守的に評価した条件として 300℃×1,000h を設定し、本アルミ合金に有意な強度変

化がないことを確認した 4)。以下に 300℃×1,000h を設定した理由を示す。 

Mn 系化合物の析出物は、熱暴露による粒成長に伴い数密度が低下し、粒子分散強化

の効果が低下する可能性がある。このような現象は、Mn の拡散律速によって生じると

考えられる。そこで、供用期間である 60 年間の熱履歴による拡散距離を Mn の拡散係数

により評価し、これを包絡する熱処理条件を定めることとした。供用期間中の熱履歴は、

保守的に TK-26 型におけるバスケットの最高使用温度（225℃）が 60 年間継続するもの

とした。Mn の拡散度合いは、(1)式で表される拡散距離 Lを用いて評価した。 

𝐿 ൌ √2𝐷𝑡・・・（1） 

𝐷 ൌ 𝐷଴𝑒𝑥𝑝 ቀെ
ொ

ோ்
ቁ・・・(2) 

ここで、D：拡散係数(cm2/s)、t：時間(s)、D0：振動数因子 380(cm2/s)5)、Q：活性化

エネルギー221(kJ/mol) 5)、R：気体定数 8.314(J/(K･mol))、T：温度（K）である。な

お、この拡散距離は、異なる熱履歴の条件を相対比較するための指標として用いるもの

であり、その絶対値を議論するものではない。表 1に、拡散距離の計算結果を示す。こ

の表には、供用期間中の熱履歴を包絡するように設定した熱処理条件（300℃×1,000h）

における Mn の拡散距離も合わせて示す。ここで、温度条件となっている 300℃は、本

アルミ合金の最終熱処理温度（約 380℃）とバスケットの最高使用温度（約 225℃）の

中間値として設定した。なお、Al-Mn 系状態図によれば、400℃程度以下の温度領域で

は、アルミニウム母相における Mn の固溶限はゼロに漸近してくる 6)。つまり 400℃程

度以下であれば、供用期間中と同様に Mn の再固溶を極力抑制できているため、任意の

温度で 225℃×60 年間に対応する時間を保持することにより、実機における熱履歴を温

度加速により模擬できる。表 1 に示す通り、300℃×1,000h の Mn の拡散距離は、225℃

×60 年間（525,960h）のそれよりも十分大きく設定されており、Mn 系化合物による粒

子分散強化を維持する観点からは保守的な条件となる。 

今回長時間熱処理（300℃×1,000h）に供した本アルミ合金の供試材の化学成分分析

値を表 2に示す。この供試材の長時間熱処理前後における室温引張試験を表 3に示す条

件で実施した。この結果得られた強度特性（0.2%耐力及び引張強さ）を図 3に示す。こ

の図では、長時間熱処理による強度変化を比較するため、各供試材について初期材の強

度（貯蔵初期に相当）で規格化した。この図より、長時間熱処理による有意な強度変化

は生じていないと判断される。図 2 には供試材 No.20 について長時間熱処理前後の TEM

組織を比較して示す。アルミニウム母相中に分散した Mn 系化合物のサイズ、及び数密
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度に有意な変化は認められない。以上の試験結果より、Mn 系化合物の粒子分散強化は

供用期間（最大 60 年）維持されると判断される。なお、本アルミ合金の許容応力は、

保守的な条件として長時間熱処理材に対する引張試験及びクリープ試験に基づき設定さ

れている 3)。 

 

3. 10,000h 後の強度特性について（参照：補足説明資料 1-7 別紙 10） 

本申請では、本アルミ合金の実機温度を想定した 4 温度条件（125℃、150℃、175℃、

200℃）で 10,000h 保持する長時間熱処理を実施している。表 4 に供試材の化学成分分析

値を示す。さらに、長時間熱処理前後に室温引張試験を実施した。試験条件を表 5、試験

結果を図 4 にそれぞれ示す。いずれの温度条件においても、10,000h を通じて有意な強度

変化は生じていないと認められる。これにより、本図書 2 章で説明した本アルミ合金の強

化機構の維持に関する評価は実機温度条件において妥当であることが確認された。 
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表 1 実機条件と長時間熱処理条件における Mn の拡散距離 

 実機条件 長時間熱処理条件 

熱処理条件 225℃×60 年（525,960h） 300℃×1,000h 

拡散距離(μm) 3.10×10-2 4.44×10-2 

 

表 2 機械試験用供試材※の化学成分の分析結果 

供試材

No. 

断面 

形状 

分析結果(mass%) 

Si 
Fe Cu Mn Mg Zn B 

その他

（Ti） 
Al 

No.22 
フラット

バー 

0.08 0.09 <0.01 1.23 1.06 0.01 1.04 0.02 残部 

No.24 0.08 0.09 <0.01 1.21 1.03 <0.01 1.03 0.02 残部 

No.26 0.08 0.09 <0.01 1.25 1.06 0.01 1.04 0.02 残部 

No.20 

中空材 

0.08 0.09 <0.01 1.23 1.00 0.01 1.07 0.02 残部 

No.28 0.09 0.09 <0.01 1.22 0.99 <0.01 0.99 0.02 残部 

No.30 0.08 0.09 <0.01 1.22 1.05 0.01 1.06 0.02 残部 

※）材料強度を保守的に設定するための供試材。 

 

表 3 長時間熱処理前後の引張試験条件 

材質 1B-A3J04-O（機械試験用供試材） 

長時間熱処理 無し（初期材）、有り（300℃×1,000h） 

供試材 No. 
フラットバー；No.22、24、26 

中空材；No.20、28、30 

試験片形状 JIS Z 2241 14A 号試験片 

試験片方向 押出方向 

試験温度 室温 

試験方法 JIS Z 2241 準用 

試験 N数 各供試材当り 3個 
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表 4 実用温度で長時間保持した材料 

（mass%） 

供試材 No. Si Fe Cu Mn Mg Zn B Al 

1-1B 0.06 0.05 － 1.59 1.02 － 0.98 残部 

1B-A3J04-O 
0.25 

以下 

0.25 

以下 

0.05 

以下 

1.2 

以上

1.6 

以下 

1.0 

以上

1.4 

以下 

0.05 

以下 

0.8 

以上

1.3 

以下 

残部 

 

 

表 5 実用温度で長時間保持した材料の引張試験条件（室温） 

材質 ラボスケール材（機械試験用供試材相当） 

長時間熱処理 
初期材 

有り(125/150/175/200℃)×(50/200/1,000/2,500/5,000/10,000h)※ 

供試材 No. No.1-1B 

試験片形状 JIS Z 2241 14A 号試験片 

試験片方向 押出方向 

試験温度 室温 

試験方法 JIS Z 2241 準用 

試験 N数 各供試材当り 3個 

※）目標保持時間 
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図 1 過飽和度と拡散距離による析出開始条件の評価（S-L 平面） 
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(a)初期材 (b)長時間熱処理後（300℃×1,000h） 

 

図 2 長時間熱処理後の TEM 組織比較（供試材 No.20） 
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(a) 0.2%耐力の変化率（機械試験用供試材、押出方向） 

 

 

(b)引張強さの変化率（機械試験用供試材、押出方向） 

 

図 3 長時間熱処理後の室温強度の比較 
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(a)保持温度：125℃、0.2%耐力 

 

 

(b)保持温度：150℃、0.2%耐力 

図 4 長時間熱処理による室温強度特性の変化傾向（0.2%耐力）（1/4） 
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(c)保持温度：175℃、0.2%耐力 

 

 

(d)保持温度：200℃、0.2%耐力 

 

図 4 長時間熱処理による室温強度特性の変化傾向（0.2%耐力）（2/4） 

  

0

50

100

150

200

250

1 10 100 1000 10000

0
.
2
%
耐

力
（

M
Pa

）

時間（h）

1-1B

175℃

0

0

50

100

150

200

250

1 10 100 1000 10000

0
.
2
%
耐

力
（

M
Pa

）

時間（h）

1-1B

200℃

0



 

11 

 

(e)保持温度：125℃、引張強さ 

 

 

(f)保持温度：150℃、引張強さ 

 

図 4 長時間熱処理による室温強度特性の変化傾向（引張強さ）（3/4） 
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(g)保持温度：175℃、引張強さ 

 

 

(h)保持温度：200℃、引張強さ 

 

図 4 長時間熱処理による室温強度特性の変化傾向（引張強さ）（4/4） 
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